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ドイツにお ける第三 セ クターの展 開

永 合 位 行

近 年,「 第 三 セ クター」 と総 称 され る新 たな セ クタ ーへ の関心 が高 ま って い る。

しか し同時に,第 三 セ クター は,市 場 競争 の強 化,福 祉 国家 の破綻,人 々の価値 観

の変 化 とい ったその セ クター を取 り巻 く諸 環境 の変化 に よ って,大 き く変 わ りつつ

あ る。 本稿 で は, .ドイツ の第三 セ クタ ーに焦点 をあて,そ こで生 じて きて い る変 化

を明 らか にす る ことを 目的 と して い る。本 稿 の考察 よ り,従 来 の ドイツの第 三 セ ク

ター の特徴 であ った コー ポラテ ィズ ム ・モデル が崩 れ てきて い るこ と,第 三 セ ク タ

ーの雇用 創 出効果 に陰 りが みえ る こ と
,そ して第三 セ クタ ーのな かで も市民社 会 的

組 織 の重要性 が高 ま って きてい る ことが明 らか に され る。

キ ー ワー ド ドイ ツ,第 三 セ クター,コ ー ポ ラテ ィズ ム ・モ デル,市 民社会 的

組 織

1は じ め に

近年,「 第三セクター」あるいは 「非営利セクター」 と総称 される新たなセクターに対す

る関心が急速に高まってきている。わが国で第三セクターといえば,官 民共同出資の株式会

社の組織形態が通常,想 定されるが,本 稿でいう第三セクターは,も ちろんこの意味ではな

い。第三 セクターとは,「『連帯性』を中心的な価値理念 とし,人 々の間の 『協調』にしたが

って社会的調整がおこなわれるセクター」であり,非 営利組織や協同組合を中心に,市 場セ

クターに も公的セクターにも属さない多種多様な中間組織から構成されているまさに第三の
1)

セクターを意味す るものにほかならない。

もちろん,第 三セクターを構成する個 々の中間組織は,最 近になってはじめて現れたもの

ではない。非営利組織にしろ,協 同組合に しろ,そ れ らはすでに長い歴史を有 している。 し

か しながら,こ うした中間組織全体を一つの統一的なセクターとしてとらえ,市 場セクター

な らびに公的セクターとならぷ新たな経済社会 システムの中心的な構成要素 として位置づけ

ていこうとする試みは,近 年になってようや く始まったといわざるをえない。 とりわけ,今

日の第三 セクターをめぐる議論の高まりは,L.M.サ ラモン(L.M.salamon)を 代表 とし,

1990年 よ り始められたジョンズ ・ホプキンス大学の非営利セクター国際比較研究プロジェク
2)

トによって もたらされたものということができる。 この研究プロジェク トを契機 として,そ
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れ 以 降,世 界 各 国 に お い て 第 三 セ ク タ ー に 関 す る膨 大 な 数 の 研 究 成 果 が発 表 され て き て い る

の で あ る。

本 稿 で取 り上 げ る ドイ ツ に お い て も,第 三 セ ク タ ー に 関 す る研 究 は盛 ん に な っ て き て お り,

ジ ョ ンズ ・ホ プ キ ン ス大 学 の 研 究 プ ロ ジ ェ ク トに も参 加 したH。K。 ア ンハ イ ア ー(H.K.

Anheier),E.プ リラ ー(E.Priller),W.ザ イ ベ ル(W.Seibel),A.ツ ィマ ー(A.Zimmer),

ま た欧 州 委 員 会 の 助 成 に よ り実 施 さ れ たNETS(NewEmploymentOpportunitiesintheThird

Sector)研 究 プ ロ ジ ェ ク トに参 加 したS.ベ ツ ェル ト(S.Betzelt)とR.バ ウア ー(R.Bauer),

さ らに は ドイ ツ に お け る 団 体 研 究 の 第 一 人 者 で あ るM.グ ロ ー ザ ー(M.Groser)等 が そ の
3)

代 表 的論 者 で あ る。 本 稿 の 課 題 は,こ う した こ れ ま で の 諸 研 究 に依 拠 しな が ら,ド イ ツの 第

三 セ ク タ ー に近 年,生 じて きて い る変 化 を 明 らか に す る こ と に あ る。 そ の 変 化 の背 後 に は,

市 場 競 争 の 強 化,福 祉 国 家 の 破 綻,人 々の 価 値 観 の 変 化 と い った第 三 セ ク タ ー を と り ま く社

会 的 諸 環 境 の 変 化 が あ る。 こ う した社 会 環 境 の変 化 に 対 応 す る た め に,第 三 セ ク ター 自身 も,

大 き く変 化 して きて い るの で あ る。 以 下 で は,と りわ け1990年 代 以 降 の 動 き に焦 点 を あて な

が ら,ド イ ツの 第 三 セ ク ター に生 じて きて い る変 化 を 明 らか に して い き た い。

2ド イツの第三セクターの特徴

近年の ドイツの第三セクターの変化 に入る前に,ま ずは ドイツの第三セクターの特徴一

もちろんそのいくつかの特徴は第三セクターの変化 によって失われつつあるのだが一 を,

雇用面,ボ ランティア参加の側面,そ して財源面の三つの側面から整理 してお くことにしよ

う。

2.1雇 用面から見た ドイツの第三セクターの特徴

①福祉支配的な分野構成

第三セクターの経済的重要性は,他 の国々において と同様,ド イツにおいても大きなもの

になってきている。 とりわけ 「ジョブ ・マシーン」(jobmachine)と 称 されるように,雇 用

創出効果という点で第三 セクターに寄せ られる期待は大きい。雇用者数の変化に着 目して,

まずこの点を確認 してお くことにしよう。表1は,ジ ョンズ ・ホプキンス大学の研究プロジ

ェク トの調査結果をもとに,市 場セクター,公 的セクター,第 三セ クターの1960年 から1995

年までの雇用者数,な らびに1960年 を基準 としたその変化率を示 したものである。表を見れ

ば明らかなように,市 場セクターの雇用者数は,1960年 よ りも若干,低 い水準でほぼ安定的

に推移 している。また,公 的セクターの雇用者数は,1990年 までは増加 してきたが,1990年

代に入 り減少に転 じている。 これにたいし,第 三セクターの雇用者数は,1995年 まで増加 し

続け,1960年 に比 しその増加率は373%と 三つのセクターのなかで最大の伸び率を示 してい
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表11960-1995年 の雇用 者 数 な らびにそ の変化 率(旧 西 ドイツ地 域)

市 場セ クター 公的 セ ク ター 第三 セ クター

雇用者数 変化率 雇用者数 変化率 雇用者数 変化率

1960 23,201 100 2,098 100 383 100

1970 22,937 99 2,978 142 529 138

1980 22,126 95 3,929 187 925 242

1990 22,864 99 4,303 205 1,256 328

1995 22,754 98 4,225 201 1,430 373

(注)単 位:雇 用者数は千人,変 化率は1960年 の雇用者数 を100と した時 の数値

(資 料 出所:Zi㎜er,A.mdIhller,E.(2(脳),(㎞1伽 噸0㎎8畑 伽 顔 魏g閃 臨 履1漉 η

肱 η44VSVerlag血"S,55)
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る。 もちろん全雇用者数に占める第三セクターの雇用者数の比率 は,1995年 時点で4.9%に

すぎないが,大 量の失業者を抱える ドイツにあって,雇 用者数の伸びの期待できる第三セク

ターは,雇 用創出効果という点で大きな魅力をもったセクターへと成長 してきているのであ

る。

このように ドイツでは全体 として雇用面での第三セクターの重要性が高まってきているが,

雇用面での重要性 は,第 三セクターのあらゆる領域に等 しく帰 されるわけではない。表2は,

活動分野別に見た雇用者数 と,第 三セクター全体の雇用者数に占める各分野の雇用者数の比

率を示 した ものである。表を見れば明らかなように,1990年 と1995年 のいずれの年に関 して

も,保 健 ・医療 と社会サービスの分野の比率がきわめて高 く,両 方をあわせればじつに第三

セクター全体の雇用者数の7割 近 くを占めていることがわかる。それゆえ,ド イツの第三セ

クターは,雇 用面で見れば,こ れ ら二つの分野を中心 にして構成 されており,こ の意味で
4)

「ドイツの非営利セクターは,強 く福祉に支配 されている」 という特徴をもつのである。

②パー トタイム雇用ならびに女性 に依存 した雇用構造

つぎに,雇 用構造の面からドイツの第三セクターの特徴を見てみよう。これに関 しては,

さまざまな調査結果によって確認 されているように,ド イツの第三セクターは,パ ー トタイ

ム雇用な らびに女性 の労働に強 く依存 した雇用構造をもつという特徴を有 している。表3は,

ジョンズ ・ホプキ ンス大学の研究プロジェク トの調査結果をもとに,1970年 と1990年 の第三

セクターにおけるパー トタイム雇用と女性の比率を示 したものである。表より明 らかなよう

に,い ずれの年に関 しても,経 済全体に比べ,第 三セクターにおけるパー トタイム雇用と女

性の比率が高 くなっている。また,ツ ィマーとプリラーが1998年 に行 ったアンケー ト調査に
5)

よれば,第 三セクターの雇用者に占める女性の比率は65%で あ り,こ れまでと同様,高 い女

性の比率を示 している。一方,パ ー トタイム雇用の比率は34%と,1990年 よりもさらに高 く

なってきてお り,ド イツの第三セクターは,パ ー トタイム雇用に依存 した雇用構造の傾向を
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表2第 三セクターの活動分野別にみた雇用者数とその比率

1990 1995

雇用者数 比率 雇用者数 比率

文 化 ・レ ク リエ ー シ ョ ン 64,350 6.3 77,350 5.4

教育 ・調査研究 131,450 12.9 168,000 11.7

保健 ・医療 364,100 35.8 441,000 30.6

社会 サー ビス 328,700 32.3 559,500 38.8

環境 2,500 0.2 12,000 0.8

住宅 60,600 6.9 87,850 6.1

市民 ・ア ドボ カ シー 13,700 1.3 23,700 1.6

財団 2,700 0.3 5,400 0.4

国際活動 5,100 0.5 9,750 0.7

業界 ・職 業 団体 ・組合 44,800 4.4 55,800 3.9

総計 1,018,000 100 1,440,850 100

(注)雇 用者数 はフルタイム雇用 で換算

(資料 出所:Zi㎜eちA.皿d舳 ㏄,R(2脳),(珈 珈 卿(》 卿 畑'1㎜f甥g賀 臨 煽ll・

`伽Wande1,VSVerlag血'So7i2M飛qρns命 購 ρn.S.57)

強めてきているということができる。

2.2ボ ランティア参加の面から見た ドイツの第三セクターの特徴

市場セクターな らびに公的セクターにたいする第三セクターの大きな特徴の一つは,そ れ

が人々の時間的あるいは金銭的な自発的貢献によって支えられていることにある。その意味

で,第 三セクター組織は,有 給の雇用者だけでなく,人 々のボランティア活動に大 きく依存

しているということができる。以下では,第 三セクター組織へのこうしたボランタリーな参

加 という側面から,ド イツの第三セクターの特徴を見てい くことにしよう。

すでに述べたように,1995年 の全雇用者数に占める第三 セクターの雇用者数の比率は4 ,9
6)%でしかな

いが,ジ ョンズ ・ホプキンス大学の研究プロジェク トの調査結果によれば,第 三

表3パ ー トタイム雇用と女性の比率の比較(旧 西 ドイツ地域)

第三 セ クター 経済全体
パ ー トタイ ム雇用 比率1970 19% 8%

パ ー トタイ ム雇用 比率1990 27% 11%

女性の比率1970 67% 34%

女性 の比 率1990 69% 41%

(資 料 出所:Anheier,H.K(1998),4`DeτDritteSe㎞)rin刎en",血Anheier,H.K,P田1er,瓦,Seibe1,

WundZ㎞er,!㌧(hrsg),伽 励S8ゐ 伽 動D8κ 孟s`泌嘱edidonsigma,S.39)
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表4第 三 セク ターに おけ るボ ラ ンテ ィア参加 の分 野別 比率

(1995年)

比率

文 化 ・レ ク リエ ー シ ョ ン 50.7

教育 ・調査研究 2.9

保健 。医療 11.4

社会サービズ 10.2

環境 7.4

住宅 1.1

市民 ・ア ドボカ シー 6.2

財団 1.7

国際活動 3.4

業界 ・職業団体 ・組合 5.1

総計 100

(資料 出所:Zi㎜er,舳d踊ier,E¢004),θ ㎜ 馳徽 魯召0卿 酬 ㎜ 伽

8θs8偽6吻叙彦伽 鰍`VSVedag餅`S.59)
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セクター組織へのボランティア参加の参加時間をフルタイム雇用に換算 して雇用者数に含め

れば,第 三 セクターの雇用者数の比率は,4.9%か ら8.0%へ と大きく高まることになる。こ

の比率の変化からもわかるように,ド イツの第三セクターでは,平 均すると,雇 用者とボラ

ンティアがほぼ3:2の 比率で構成されてお り,第 三セクターの組織がボランティア活動に

大き く支え られていることがわかる。

このように,ド イツの第三セクターにとってボランティア参加は重要な ものであるが,そ

の重要性は,活 動分野によって大きく異なる。表4は,第 三セクター組織におけるボランテ

ィアがどの分野に参加 しているかの比率を示 したものである。表を見れば明 らかなように,

ボランティアの半数以上が文化 ・レクリエーション分野で活動 しており,第 三セクターのボ

ランティアがこの分野に集中していることがわか る。 さらに表5は,第 三セクター全体の雇

用者数に占める各分野の雇用者数の比率と,こ れにフルタイム雇用換算 したボランティア参

加を加えたときの各分野 の比率を示 したものである。表より明らかなように,ボ ランティア

参加を加えた場合,雇 用面での ドイツの第三セクターの中心分野であった保健 ・医療と社会

サービスの比率が大 きく低下 し,逆 に,文 化 ・レク リエーションと環境の分野の比率が増加

していることがわかる。 とりわけ,文 化 ・レクリエーシ ョンは,5.4%か ら19.7%へ と,保

健 ・医療や社会サービスと肩を並べるほどにその比率を高めている。それゆえ,文 化 ・レク

リエーションは,雇 用面か ら見れば重要性は低いが,ボ ランティア参加という側面か ら見れ

ば,ド イツの第三セクターの中心分野を形成 しているということができるのである。
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表5分 野別の雇用者数の比率とボランティアを含めた比率(1995年)

有給の雇用者のみ ボ ラ ンテ ィアを含 む

文 化 ・ レ ク リエ ー シ ョ ン 5.4 19.7

教育 ・調査研究 11.7 7.6

保健 ・医療 30.6 21.8

社 会 サ ー ビス 38.8 27.2

環 境 ・ア ドボカ シー 2.5 6.1

住宅 6.1 4.4

業界 ・職業団体 ・組合 3.9 4.2

その他 1.1 9.0

全雇用者に占める第三セク

ターの雇用者の比率
4.9 8.0

(資 料 出 所:触eieろH.KandSeibeLW(2001),7勧1勧 岬S幻 伽 伽G8岡,Manchester

U澱ive聡ityPress,P82)

2.3財 源面から見た ドイツの第三セクターの特徴

①公的財源への依存性とコーポラティズム ・モデル

最後に,財 源面から,ド イツの第三セクターの特徴を見てお くことに しよう。表6は,ド

イツの第三セクター組織の財源構成の比率を,ジ ョンズ ・ホプキ ンス大学の研究プロジェク

トに参加 した19力 国の平均値 と比較 したものである。ただ し,公 的財源には,公 的セクター

か らの直接の補助金だけでな く,医 療保険から支払われる診療報酬なども含められている。

また,自 己調達資金 には,会 費や事業収入などが含められる。表を見れば明 らかなように,

ドイツでは公的財源の比率が高 く,ド イツの第三セクターが,公 的財源に依存 した財政構造

をもつことがわかる。逆 に,民 間寄付の比率は3.4%し かな く,ド イツにおける 「フィラン
7)

ソロフィーの不十分 さ」が示 されている。

このように全体 として見れば,ド イツの第三セクターは,公 的財源に依存 しているという

特徴をもつが,公 的財源への依存性は,分 野 ごとに大きく異なる。表7は,分 野別に財源構

成の比率を示 したものである。表を見れば明らかなように,雇 用面での ドイツの第三セクタ

表6第 三セクターの財源構成の比較(1995年)

ドイ ツ 19力 国平 均

公的財源 64.3% 42.0%

民間寄付 3.4% ll.0%

自己調達資金 32.3% 47.0%

(資料 出所:Zimmer,A.undP司1er,E。(2004),G翻 朋耽@0即"醜 繍 廟

8㍑ 偽G剛 護勧8館 鰍 £VSVerlagf血 ○ ●S.61)
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表7分 野 別 の財源 構成(1990-1995年)

公的財源 民間寄付 自己調達資金

1990 1995 1990 1995 1990 1995

文 化 ・レ ク リエ ー シ ョ ン 16.8 20.4 9.4 13.4 73.8 66.2

教育 ・調査研究 69.9 75.4 2.0 1.9 28.1 22.6

保 健 ・医療 83.9 93.8 2.6 0.1 13.4 6.1

社 会 サー ビス 82.6 65.5 7.3 4.7 10.1 29.8

環境 23.2 22.3 3.7 15.6 73.1 62.1

住宅 57.2 0.9 0.0 0.5 42.7 98.6

市 民 ・ア ドボカ シー 41.9 57.6 4.5 6.6 53.6 35.8

財団 14.8 10.4 0.5 3.4 84.7 86.2

国際活動 76.9 51.3 16.8 40.9 6.2 7.8

業界 ・職業 団体 ・組合 5.5 2.0 0.3 0.8 94.3 97.2

第三 セ クター全体 68.2 64.3 3.9 3.4 27.9 32.3

(資 料 出 所:Zimmer,1LundPrilleらE(2004),G㎜8加"勲 柳(》 ㎎¢π細f励 θπ 励8器 θπs`加舜漉 加"

陥 漉4VSVerlagf血7S^ワi21wi船 ρn配h2什on.S.62)
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一の中心分野である保健 。医療 と社会サービスの分野で公的財源の比率が高いことがわかる。

保健 ・医療の分野においてこの比率が高いのは,医 療保険からの支払いが公的財源 に含めら

れていることによるが,社 会サービスの分野 において公的財源の比率が高いのは,こ の分野

で支配的地位を占めてきた民間福祉団体 と公的セクターとの間に 「コーポラティズム ・モデ

ル」(korporatischeMode11)と 称 される ドイツ独 自の協調的な システムが確立 されてきたか

らにほかならない。

ドイツでは従来,ド イツ ・カ リタス連合,デ ィアコニー奉仕団,労 働者福祉団,ド イツ ・

パ リテティシェ福祉団,ド イツ赤十字,ユ ダヤ人中央福祉セ ンターの6つ の民間福祉団体が,

社会サー ビスの分野できわめて大きな力を有 してきた。 これは,戦 後の福祉国家体制の下で,

いわゆる 「補完性の原則」(Subsidiaritatsprinzip)に もとづ き,民 間福祉団体の優先的地位

が法的に保障されてきたことによる。補完性の原則は,カ トリック社会論に出自を もつ社会

原則であるが,そ れは 「民間部門では果たすことのできない機能のみを国家は引き受けるこ

と,地 域や地方政府のようなより小 さな単位,な らびに家族や集団のような私的単位の能力
8)

を超える課題のみに,中 央政府のようなより大きな単位は関心をもつこと」を意味 している。

この原則にもとづき,民 間福祉団体がその地域の社会サービスの供給を保証 している場合に

は,公 的セクターはその供給を行 ってはな らないことが,旧 連邦社会扶助法などにおいて明

確に規定されてきたのである。 しかも,1990年 代 に改正 されるまで民間福祉団体は,他 の競

争者,す なわち私的営利企業にたいする優先的地位をも保障されてきたのである。 しかしな

がら,こ うした民間福祉団体の優先的地位の法的保障は,公 的セクターが社会サービスの供
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給 に責任を負わず,民 間福祉団体にたいしなんらの支援をもする必要がないことを意味 して

いるのではない。社会サービスの供給に責任を負うのは公的セクターであり,こ の責任を果

たすために公的セクターは,民 間福祉団体を財政面で支えるという役割を担 ってきたのであ

る。 こうした第三セクターと公的セクターとの間の密な協調関係こそ,ド イツの第三セクタ

ーの大 きな特徴にほかならないのである
。

②第三セクターの二極性

いま一度,表7に 戻ろう。表7を 見ると,保 健 ・医療と社会サービスの分野 とは違い,公

的財源の比率が低 く,逆 に自己調達資金の比率の高い分野があることがわかる。すなわち,

文化 ・レクリエーション,環 境,業 界 ・職業団体 ・組合,財 団の分野である。 これ らの分野

は,会 員組織が主たる役割を果たしている分野であ り,自 己調達資金といっても,そ の多 く

は会費収入によるものである。 さらに,民 間寄付の比率に着 目すると,す でに述べたように

第三セクター全体 としては民間寄付の比率は低いものの,1990年 から1995年 にかけてその比

率が大 きく高まってきた分野があることがわかる。文化 ・レクリエーション,環 境,国 際活

動の分野がそれである。これらの分野では,近 年,民 間寄付にたいする募金活動が活発化 し

ている様子が見て取れる。

自己調達資金 と民間寄付に関するこうした調査結果か ら,ド イツの第三セクターのいま一

つの特徴を導き出すことができる。すなわち,す でに述べたように,ボ ランティア参加 とい

う面から見れば,文 化 ・レクリエーションと環境の分野において,ボ ランティア参加が とり

わけ重要な役割を果た しているのであるが,こ れら二つの分野を財源面か らとらえれば,先

の議論から明 らかなように,公 的財源への依存性は見られず,会 費収入と民間寄付が主たる

財源 となっているのである。それゆえ,こ れ ら二つの分野は,時 間的にも金銭的にも,ま さ

に人々の自発的貢献に支え られているということができ,こ れは,有 給の雇用者に支え られ,

公的財源に強 く依存 している保健 ・医療 と社会サービスの分野 とは,き わめて対称的である。

それゆえ,ド イツの第三セクターは,ツ ィマーとプリラーが指摘す るように,「保健 ・医療

と社会サービスという圧倒的に公的資金 によって賄われ,比 較的高度に専門化 し,そ してき

わめて国家に近い領域にたいし,基 本的に名誉職参加とボランティア協働,な らびに会費 と
9)寄付か

らの収入に依拠する社団制度 と市民参加の領域が相対峙する」二極性を有 していると

い うことができるのである。

3ド イツの第三セクターの変化

第三セクターを取 り巻 く諸環境の変化 によって,ド イツだけでな く,欧 米あるいは日本を

含め,各 国の第三セクターは,今 日,大 きな変化に見舞われている。そうした社会環境の変

化 としては,① 規制緩和による市場化 と経済のグローバル化によって もたらされる,時 には
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国境を超えた規模での競争の強化,② 経済の低成長と少子 ・高齢化の進展による福祉国家の

財政破綻,③IT革 命に代表 される高度な技術革新の進展,④ 価値観が多様化する一方で,

物質的な価値よりも人間的なぬ くもりや精神的価値を重視するようになる価値観の変化,な

どをあげることができる。 これらの社会環境の変化は,サ ラモンが言 うように,第 三セクタ

ーの諸組織にとって,一 方では 「途方もない挑戦」であるとともに,他 方では 「大きなチャ
10)

ンス」を秘めたものでもある。たとえば,規 制緩和による市場化の進展は,第 三セクターの

諸組織を私的営利企業との激 しい競争 にさらすことになるが,同 時に新たな活動の機会を第

三セクターの組織に開 くことにもなる。また,福 祉国家の財政破綻は,一 方で第三セクター

の諸組織の財政基盤を揺るがす ことになるが,そ の反面,福 祉供給主体 としてのその重要性

を高めることにもなる。それゆえ,第 三セクターが今後さらに発展 してい くためには,こ う

した社会環境の変化がつきつける挑戦を克服 し,そ の変化のなかに秘められているチャンス

を活か していく必要がある。だが,そ のためには,第 三セクター自身 も,新 たな社会環境に

適合 し,自 らを変化 させていく必要がある。 こうした流れのなかで,す でに ドイツの第三セ

クターにも大きな変化が現れてきている。以下,そ の変化について見てい くことにしよう。

3,1商 業化の進展

ドイツの第三セクターを取 り巻 く社会環境の変化の うち,な んといっても福祉国家の財政

破綻は,財 政的に公的セクターに強 く依存 してきた ドイツの第三セクターに大きな変化をも

た らさざるをえない。とりわけ公的財源への依存性の高い保健 ・医療と社会サー ビス分野の

諸組織にとっては,き わめて困難な事態を引き起 こすことになる。それは,公 的補助の削減

にとどまるものではなく,第 三セクターと公的セクターとの関係の根本的な変更につながる
11)

ものなのである。

すでに見たように,社 会サービスの分野では,コ ーポラティズム ・モデルと称される協調

的な関係が民間福祉団体と公的セクターの間で構築されてきた。すなわち,社 会サービスの

供給に責任をもつのは公的セクターであるが,実 際にその供給を担うのは,法 的に独占的地

位を保証された民間福祉団体であり,そ れにたい し公的セクターは,財 政的保障を担 うとい

う関係が構築 されてきたのである。ところが,こ うした両者の協調的関係は,さ まざまな形

で社会的に重大な問題を引き起 こすことになった。すなわち,社 会サービスの半公的で独 占

的な供給主体 と化 した民間福祉団体か らは,地 域住民のニーズにあったサービスを提供 し,

また社会状況の変化に弾力的に適応 していこうとする誘因が失われ,組 織の官僚化 ・硬直化

が進んでいったのである。 さらに,「実費用補填原則」(Kostenerstattumgsprinzip)と いわれ

るように,か かった費用を公的セクターがすべて保障する財政保障の方式は,民 間福祉団体

か ら費用節約への誘因を失わしめ,そ の経営の不効率化をもた らし,こ のことがひいては公
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的セクターの財政状況を圧迫することになったのである。

こうした問題を解決 し,財 政の効率化をはかるためには,当 然のことなが ら,コ ーポラテ

ィズム ・モデルそのものの見直 しがはかられざるをえない。 ドイツでは,1990年 代以降,社

会サー ビスの分野だけでな く,さ まざまな分野において 「ニュー ・パブ リック ・マネジメン

ト」(NPM)ド イツでは 「新たな制御モデル」(NeueSteuerungsmodell)と 呼ばれ る

一 の考え方が取 り入れられてきたが
,こ の考え方が社会サー ビスの分野 にも取 り入れられ,

これによって,第 三セクターと公的セクターの協調的関係が,根 本的に見直されてきている
12)

のである。すなわち,第 三セクターの組織が社会サービスの供給をす るにあたっては,公 的

セクターと受託契約を結ばねばならず,し かもその契約にさいしては非営利性という地位は

もはや考慮 されず,そ れゆえ,第 三セクターの組織は公的セクターとの受託契約をめ ぐって

私的営利企業 との激 しい競争のなかにおかれるようになってきている。 さらに実費用補填原

則の財政保障の方式 も見直 され,公 的セクターとの契約 にあたっては,あ らか じめ定められ

た報酬にもとつ く契約が結 ばれ,こ れによ り,第 三セクターの組織は,か か った費用を事後

的に公的セクターに補填 して もらうことができなくなってきている。 こうした変化をもっと

も端的に示 しているのが,1994年 に導入 された介護保険法である。介護保険法においては,

公的セクターに対する優先権は残されるものの,私 的営利企業に対する民間福祉団体の優先

的地位はもはや存在 しない。保険者である介護金庫は,一 定の基準を満たすかぎり,民 間福

祉団体 とも私的営利企業とも介護委託契約を結ぶことができる。 また,旧 連邦社会扶助法に

おいても,1996年 の改正により,私 的営利企業に対する民間福祉団体の優先権が取 り払われ,

こうして社会サービスの分野では,公 的セクターとの契約をめ ぐる私的営利企業との激 しい

競争が導入されてきているのである。それゆえ,今 日では,社 会サービスの分野において,

ドイツの第三セクターを特徴づけてきたコーポラティズム的な協調的関係は もはや存在 しな

い。それにかわって,契 約と競争にもとつ く関係が出現 してきているのである。

同様の方向での改革は,社 会サービスの分野だけでな く,保 健 ・医療の分野で も強化され

てきてお り,こ れらの分野ではこうした新たな事態に対処するために,第 三セクターの組織
13)

の側 にも大きな変化が生 じてきている。すなわち,私 的営利企業との激 しい競争にさらされ

るようになった第三セクターの組織は,当 然のことなが ら経営の効率化を求められ,そ のた

めには私的営利企業に劣 らぬ高いマネジメン ト能力を身につけてい く必要がある。また,公

的財源の拡大が期待できない以上,第 三セクターの組織 は,い ままで以上に民間寄付や自己

調達資金の獲得活動を強化 していかなければな らない。以前に示 した表7を 見れば,社 会サ

ービスの分野において,す でに公的財源から自己調達資金へのシフ トが始まっていることが

わかるが,こ うした資金獲得活動を強化するためにも,資 金提供 して くれる顧客へのサービ

ス志向をいっそう高め,ま た自己プレゼンテーション能力を磨いていく必要がある。かつて
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14)

ザ イ ベ ル は,ド イ ツ の第 三 セ ク タ ー の 特 徴 を 「素 人 性 」(Dilettantismus)に 求 め た が,今 日

で は,そ う した こ とは もは や 許 さ れ ず,ま さ に 組 織 の 「専 門化 」(Professionalisierung)が

求 め られ て き て い る の で あ る。

第 三 セ ク タ ー の 「商 業 化 」(Kommerzialisierung)と して 知 られ る こ う した 変 化 は,第 三

セ ク ター の組 織 を して ま さ に 私 的 営 利 企 業 と変 わ らな い 組 織 へ と変 質 させ る危 険 性 を 秘 め て

い る。 保 健 ・医 療 の分 野 で は実 際,病 院組 織 を 中心 と して,経 済 的 活 動 の 制 限 され る 「社 団」
15)

(Verein)で は な く,有 限 会 社 へ と組 織 形 態 を 変 更 す る動 き が 現 れ て き て い る。 しか しな が

ら,第 三 セ ク タ ー の 組 織 が,「 価 値 共 同 体 か らサ ー ビ ス企 業 へ 」(vonderWertgemeinschaft

zumDienstleistungsuntemehmen)と 言 わ れ る よ うに,私 的 営 利 企 業 と変 わ らぬ 存 在 に 化 す

る こ とは,第 三 セ ク ター の組 織 に と って 深 刻 な 「ア イ デ ンテ ィ テ ィ の危 機 」 を もた らす こ と

に な る。 と りわ け,私 的 営 利 企 業 の 側 に も社 会 貢 献 が 求 め られ,こ の意 味 で 市 場 セ ク ター と

第 三 セ ク タ ー の 間 の 相 互 浸 透 性 が 進 ん で き て い る 状 況 の な か に あ って は,「 商 業 化 圧 力 と

『ミッ シ ョ ン』 との 間 の 矛 盾 」 を 克 服 し,多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー に た い し自 らの存 在 意 義

を示 して い くこ とは,第 三 セ クタ ー の 組 織 に と って 解 決 す べ き 重 要 な課 題 と な っ て き て い る

の で あ る。

3.2ジ ョブ ・マシーンとしての第三セクターの陰 り

公的補助の削減,経 営の効率化,私 的営利企業 との競争の強化といった保健 ・医療ならび

に社会サー ビスの分野で進む変化は,こ れ らの分野がこれまで雇用面での中心分野であった

ことを考慮すれば,今 後はそれほど大 きな雇用創出効果が第三セクターには期待できないこ

とを予期 させる。 もちろん,他 方では人口の高齢化が進展することから,高 齢者関連の市場

の拡大が予想されるので,む しろさらなる雇用創出効果が実現される可能性 もある。実際,

D.ダ ッセ(D.Dathe)とE.キ ス トラー(E.Kistler)が 行った調査によれば,2000年 時点ま
16)

で第三セクターの雇用成長は続いてきている。 しか しながら,そ の一方で,ジ ョブ ・マシー

ンとしての第三セクターの陰りを示すいくつかの調査結果 も,得 られてきている。たとえば,
17)

すでに紹介 したツィマーとプ リラーによるアンケー ト調査によれば,1995年 か ら1997年 にか

けて雇用者数を削減 した組織の比率は,第 三セクター全体の平均が17%で あったのにたい し,

保健 ・医療の分野ではその比率がもっとも高 く,31%を 記録 していたのである。また,こ の

調査では1997年 以降の5年 間で雇用者数の削減が見込まれるのかについても調査がなされて

おり,そ れによれば,こ れに関しても保健 ・医療の分野の比率が もっとも高 く,48%(第 三

セクター全体の平均は24%)と ほぼ半数の組織が,今 後,雇 用者数の削減を予定 していると

回答 している。一方,こ の調査では,社 会サービスの分野における雇用者削減への傾向はそ

れほど強 くは確認 されなかったが,同 時期に行われたNETS調 査では,保 健 ・医療の分野
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よりもむ しろ社会サー ビスの分野で雇用者削減への傾向が確認 されている。すなわち,1995

年から1997年 にかけて雇用者を削減 した組織数の比率が もっとも高かったのは社会サービス
18)

と教育の分野であり,ほ ぼ1/4の 組織が雇用者を削減 していたのである。

こうした変化に加え,雇 用面では雇用関係について も,大 きな変化が生 じてきている。す

でに述べたように,第 三セクター全体においてはパー トタイム雇用が増加す る傾向にあるが,

ツィマーとプリラーの調査によれば,こ の傾向は,保 健 ・医療と社会サービスの分野でとり

わけ強 く現れてきているのである。表8は,そ の調査結果をもとに,1995年 から1997年 にか

けて,フ ルタイム雇用ならびにパー トタイム雇用を増加(+),一 定(=),削 減(一)さ せ

た組織の比率を,各 分野ならびに第三セクター全体について示 したものである。表を見れば

明らかなように,と りわけ保健 ・医療の分野でフルタイム雇用からパー トタイム雇用への切

り替えが強力に進められてきていることがわかる。すなわち,保 健 ・医療の分野では,フ ル

タイム雇用を削減 した組織の比率が83%と あらゆる分野のなかでもっとも高 くなってお り,

また,パ ー トタイム雇用を増加させた組織の比率でも,同 じく83%と もっとも高 くなってい

る。社会サー ビスの分野では,保 健 ・医療の分野ほどではないが,そ れでも,フ ルタイム雇

用を減 らした組織が55%,パ ー トタイム雇用を増やした組織が72%と,保 健 ・医療の分野に

ついでフルタイム雇用か らパー トタイム雇用への切 り替えが進められてきているのである。

すでに述べたように,保 健 ・医療ならびに社会サー ビスの分野において雇用者数の伸びが

今後 とも期待されるかどうかについて,確 たることは言えない。 しかしながら,以 上の調査

結果か ら示唆されるように,少 な くともフルタイム雇用の領域においては,高 い雇用の伸び

を今後は期待す ることはできないであろう。 それゆえ,ツ ィマーとプリラーが言 うように,

「まさに職場の創出と安定 に関 して,市 場 と国家の間の領域にあまりに多 くを期待 してはな

らない。今後,わ が国の 『雇用の奇蹟』の出発点となる 『ジョブ ・モーター』は,第 三セク
19)

ターではない」 と言 うことができるであろう。

表8代 表的分野における雇用形態の変化

フル タイ ム雇 用(%) パ ー トタイム雇 用(%)

十 一 = 十 一 ;

保健 ・医療 3 83 14 83 14 3

社会 サ ー ビス 20 55 25 72 14 15

文化 26 50 24 54 16 30

環境 1? 33 50 59 14 27

第三 セ ク ター全体 22 53 25 66 16 18

(資 料 出所:Zimmer,A.undPdller,E.(2004),G翻 π履 鱒80磐 α"畑'`ω 昭η加g欄8'勧 履 ・

'∫σゐ8"防"4θ ろVSVer且agf血Snzi2憂wissensch身 什ρn,S,97)
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3.3市 民社会的組織の地位の高まり

以上のように,保 健 ・医療ならびに社会サービスの分野を中心 として,第 三セクター組織

を取 り巻 く環境は厳 しさを増 してきているのであるが,そ うした状況のなかにあって,そ の

重要性を高めてきている組織がある。市民のボランタリーな参加 にもとつ く組織,い わゆる

「市民社会的組織」(zivilgesellschaftlicheOrganisation)が それである。 これは,近 年の福祉

社会や市民社会の議論に見られるように,福 祉国家の破綻によって国家が国民の生活にかか

わるすべての責任を引き受けることができな くなったことか ら,責 任の主体を国家から社会

へ,す なわち市民自身へ と移 していこうとする動きに呼応するものである。 ドイツでは 「活

性化させ る国家」(aktivierenderStaat)と も呼ばれる構想がそれであるが,そ こで目指 され

ているのは,市 民が主体的に社会的課題に関する責任を引き受け,自 発的な参加をつ うじて,
20)

他者あるいは行政 と共同で,こ の課題の克服に取 り組む社会である。こうした構想にもとつ

いて,近 年,ド イツではとりわけ地方 自治体 レベルで市民参加を推進するための改革が実行

されてきている。また,1999年 には ドイツ連邦議会に 「市民参加の将来」という名称の調査

委員会が設置され,ド イツにおける市民参加の現状ならびに今後の推進策の提言がなされて
21)

いる。 こうした動きのなかで,市 民参加の組織インフラ,あ るいはそうした市民参加に支え

られた 「市民社会」(Zivilgesellschaft)の イ ンテグラルな構成要素 としての第三 セクター組

織の役割があらためて見直され,な かでも 「市民社会的組織」に注 目が集まってきているの

である。

市民参加という点での第三セクターの重要性は,連 邦家庭 ・高齢者 ・婦人 ・青少年省が行
22)

ったボランティア調査か ら知 ることができる。それによれば,1999年 か ら2004年 にかけて,

14歳以上 の国民に占めるボランティア参加者の比率は,34%か ら36%へ と増加 し,ま た,ボ

ランティアに参加 したいと考えている人の比率 も,26%か ら32%へ と拡大 してきている。 こ

うしたボランティア参加の高まりのなかにあって,ボ ランティア参加者がどのような組織に

参加 しているかを示 したのが,表9で ある。表より明らかなように,公 的施設に参加 してい

る活動数 の比率は10%程 度にとどまるのにたいし,ド イツの第三セクターの中心的な組織形

態である 「社団」の比率は,い ずれの年に関 しても43%と もっとも高 くなっている。 くわえ

て自助集団,団 体,労 働組合,財 団もまた,第 三セクターに属する組織であることを考慮す

れば,ボ ランティア参加の組織イ ンフラとして,第 三セクターがきわめて重要な地位を占め

ていることがわかる。

すでに述べたように,第 三セクターの組織のなかでも,市 民のボランティア参加が中心 と

なる分野 は,文 化 ・レクリエーションや環境の分野である。それゆえ,市 民社会的組織を重

視する流れは,こ れ らの分野の第三セ クター組織の価値を高めることになる。 こうした価値

の切 り上げは,組 織の拡大を可能にし,そ の結果,ボ ランティアだけでな く,こ れ らの分野
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一 一

響『1四 ロL脳 匹-

ボランティア参加の組織形態(%)

社団 教会
公的施
設

自助集

団等
団体

労働組
合

財団 その他

1999 43 14 11 13 8 2 2 7

2004 43 15 12 11 7 2 3 7

(資 料 出 所:Bundesm㎞sted㎜ 箇rFamilie,Senioren,FrauenundJ㎎end.(2005),E雇"〃 麟1宏 ㎎ ㎎㈱ π'

切D8鳩`物 加 【1999「2004(http:〃www.bm臨 巧.d〔ソRedakUonBMFSFJZArbeitsgruppen/pdLAnlagen/

freiwilligen-survey-lang正assung,property=pdf,bereich=,rwb=tnleρdf),S.126よ り作 成)

での有給の雇用者の拡大にもつながっていくことになる。実際,ツ ィマーとプ リラーの調査

結果によれば,今 後,雇 用者の増加を考えている組織の比率は,環 境の分野がもっとも多 く
23)

30%,第 二位がスポーツで28%と なっており,こ うした傾向が確認されている。

それだけでなく,こ うした分野の組織のほかに,保 健 ・医療や社会サービスの分野におい

て も,市 民社会的な組織の重要性が高まってきている。言 うまでもな く,自 助集団である。

自助集団とは,疾 病や障害などの諸問題に見舞われた人々およびその家族が,自 発的に参加

し,そ の問題の克服 に共同で取 り組む集団のことであるが,そ れは,「互恵性 と 『ごく身近
24)

な』連帯性の原則にもとつ く市民参加の特別の形態」にほかならない。 このように特徴づけ

られる自助集団は,従 来の専門的組織になりかわって専門サービスを提供することはできな

いが,逆 に専門的組織ではなしえない機能,す なわち精神的な安心感や心の癒 しの提供 とい

った機能を果たす ことができる。 こうした補完的関係は,今 日では自助集団の側にも,専 門

的組織の側にも受け入れ られ,そ のため,自 助集団にはさまざまな支援も実施されてきてい

る。 こうした支援 もあり,「全国自助集団促進 ・支援交流セ ンター」(NAKOS)に よれば,

おおまかな推計であるが,ド イツ全体で現在,70,000か ら100,000の 自助集団が存在 し,ヨ
25)

一ロッパで もっともその普及が進んできているとされている。

このように第三セクターのなかで も 「市民社会的組織」の重要性は,高 まってきている。

しかしなが ら,市 民社会的組織が今後 さらに発展 してい くのかについては,若 干の留保が必

要 となる。一つには,市 民社会的組織は,財 政面でた しかに公的財源 に依存 している比率が

低いため,公 的財政の破綻の影響を大き く受けるわけではない。 しか しなが ら,こ のことは,

市民社会的組織にとって財政面での圧力が存在 しないことを意味するわけではない。 という

のも,公 的補助の拡大が期待されない以上,民 間寄付ならびに自己調達資金をめ ぐる第三セ

クター内部での競争が強化 されざるをえないか らである。市民社会的組織 といえども,非 営

利 というだけで資金を獲得することはできない。資金提供者にとっては,自 ら提供 した資金

がいかに有効 に活用されるのかが重要である以上,市 民社会的組織 もまたセネジメント能力

と自己プレゼンテーション能力を求め られることになる。 こうした課題を克服 していくこと
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は,市 民社会的組織が今後,さ らに発展 していくために必要な条件 となろう。

市民社会的組織の今後の展開に関 して,い ま一つ注意すべきことは,人 々のボランティア

意識の変化である。すなわち,「市民参加の個人化」(lndividualisierungdesbiirgerschaftlichen

Engagements)と 言われるように,人 々のボランティア参加の動機が利他的あるいは義務的

なものか ら,個 人的満足や経験 ・能力の獲得,あ るいは自己実現といった個人の利益 に関係

づけられたものへ と変化 してきているのである。先に述べた連邦家庭 ・高齢者 ・婦人 ・青少

年省のボランティア調査では,ボ ランティア参加の動機からボランティア参加者のタイプを,

①共同善志向型,② 仲間志向型,③ 利益志向型に分け,参 加者全体に占めるそれぞれのタイ
26)

プの比率の変化を調べている。それによると1999年 か ら2004年 にかけて,利 益志向型のボラ

ンティアの比率が32%か ら35%に 増えてお り,し かも14歳 から30歳 までの若者でその増え方

が大 きく,38%が ら47%へ と大幅に増加 しているのである。また,H.シ ュ トラ ッサー(H.

Strasser)とM.シ ュ トリッカー(M.StriCker)に よれば,こ うした参加意識の変化に応 じ

て,参 加の形態 も,長 期にわたって参加を義務づけられる参加の形態から,時 間的に限定さ
27)

れ 自らの関心に沿 った参加の形態へと変化 してきている。 しか しながら,こ うした傾向が進

めぱ,ボ ランティア参加者を会員 として長期にわたって自らの組織に拘束 しておくことは,

困難にな らざるをえず,市 民社会的組織は,ボ ランティアの獲得をめぐる競争のなかにおか

れることになる。そのさい,市 民社会的組織になんらかのサー ビスの提供が求められるとす

れば,こ こで も 「価値共同体からサー ビス企業へ」という変化が生 じて くる可能性がある。

だとすれば,S.ブ ラウン(S.Braun)が 危惧するように,「 伝統的および価値合理的な社会

関係が,目 的合理的な社会関係を利する形で,解 体される。……かつての持続的で強固な会

員性 と会員間の高度に相互作用的な結合性にかわって,時 間の限 られた不安定な会員性と互

いに距離をおいた手段的な会員関係が貫徹する。……このことが当てはまるとす るなら,市

民社会の議論で問題な く想定 されてきた……内部統合機能を,自 発的なアソシエーションが
28)

なおももつことができるのか,と いう問いが立て られる」 ことになる。 こうした問題を もは

らんでいる人々のボランティア意識の変化にいかに対応 してい くのかも,市 民社会的組織に

とって今後の重大な課題 ということができよう。

4結 び に か え て

本稿においては,こ れまでの諸研究によりなが ら,ド イツの第三セクターに近年,生 じて

きている変化を明 らかにしてきた。 ドイツの第三セクターは,コ ーポラティズム ・モデル と

いわれるほどに公的セクターとの結びつきが強 く雇用面で重要な役割を担ってきた社会サー

ビス,保 健 ・医療分野の専門的組織 と,公 的財源に依拠せず,時 間面で も金銭面でも人々の

ボランティア参加に支えられてきた市民社会的組織に二極化されてきたという特徴をもつ。
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しか しながら,近 年の社会環境の変化によって,ド イツの第三セクターは,大 きく変化 して

きている。 とりわけ,福 祉国家の破綻により,第 三セクターに対する公的セクターの姿勢が

大き く変わってきている。一つには 「新たな制御モデル」の導入により,コ ーポラティズム

・モデルの見直 しが進められ,公 的財源に強 く依存 してきた社会サービス,保 健 ・医療の分

野での第三セクター組織の 「サー ビス企業」への変質が生 じてきている。 しか し他方では,

地域 レベルでの市民参加を重視する政策が取 り入れ られ,市 民社会的組織の重要性が高まっ

てきているのである。

こうした変化のなかにある ドイツの第三セクターが,今 後さらに発展するかどうかは,今

後の動きを見守るしかないが,本 稿を終えるにあたってこの点に関し,一 つだけ注意 してお

くことにしよう。本稿を通 じて明 らかにされたように,ド イツの第三セクターに今 日,生 じ

てきている変化は,一 言で言えば,第 三セクターの市場セクターへの接近の傾向ということ

になろう。 しか しながら,第 三セクターの組織にとって,た だひたすら効率性の向上 とサー

ビス志向につとめ,私 的営利企業 と変わらぬ組織へ と変質 してい くことは,自 らの価値を高

めることにはな らないであろう。むしろ,第 三セクターにとって,他 のセクターにない独 自
29)

の特徴 は,多 くの論者が認めるように,そ の 「多機能性」(MultifUnktionalitat)に ある。す

なわち,第 三セクターは,た んにサービスを提供するという経済的機能だけでな く,政 治的

にも社会的にもさまざまな機能を果たすことができるのである。政治的に見れば,第 三セク

ターは,市 場セクターによっても公的セクターによって も配慮 されることのない問題を見い

だし,そ の問題の克服に自ら取 り組むとともに,そ うした問題 に見舞われている社会的弱者

に代わって利益主張をなす という利益媒介機能を果たす ことができる。また,自 発的な参加

を基礎におく第三セクターの組織 においては,人 々の参加意識が醸成され,こ れによって民

主主義のさらなる発展に寄与することができる。 さらに,社 会的な機能 という点から見れば,

近代以降の個人主義化の進展のなかで失われてきている人々の社会的結合を,連 帯性 と協調

を基礎 におく第三セクターのなかで回復させるという社会統合的機能を,第 三セクターは果

たすことができる。こうした社会統合の進展は,人 々の間の信頼性を高め,近 年,注 目をあ
30)

びてきている 「社会関係資本」(Sozialkapital)の 構築につながっていくことにもなる。 こう

した多様な機能を第三セクターは果たす ことができるのであり,ま さにこの点にこそ第三セ

クターの強みはある。それゆえ,第 三セクターが今後,自 らの存在意義を高め,さ らに発展

してい くために必要なことは,た だひたすら市場セクターへと接近 していくことではない。

む しろ,第 三セクターのもつ多機能性をあらためて見直 してい くことではないだろうか。

注

*本 稿は,学 術振興会科学研究費補助金基盤研究B(課 題番号17330065)の 助成を受けた研究成
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果 の一部 で あ る。 な お,本 稿 の作成 にあた って は,ド イ ツか ら来 日 して いた だい たバ ンベ ル ク大

学 のM.グ ローザ ー(Man丘edGroser)教 授 よ り直接 の ご指導 を 受 け るこ とがで きた。 記 して感

謝 申 し上 げた い。 もちろん,あ りうべ き誤謬 はす べ て筆者 個人 の責任 で あ る。
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2)ジ ョンズ ・ホプ キ ンス大 学 の研究 プロ ジェ ク トの研 究成 果 につ いて は,Anheier,Priller,Seibel

undZimmer(1998),AnheierandSeibe1(2001),PrillerundZimmer(2001),SalamonandAnheier

(1994)を 参照 。
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